2010年度税制改正要望に関する意見について
日本食品関連産業労働組合総連合会(略称：フード連合)は、食品関連産業で働く労働者約10万人を組織している産業別労働組合です。

2009年10月８日の税制調査会長への諮問事項のなかに、「酒税・たばこ税は健康に対する負荷を踏まえた課税へ、そのために必要な事項について検討すること」等が明記されています。
今後の検討に当たっては、下記の点を答申に反映していただくよう要請します。また、新政権発足後の税制調査会が労働者代表を含めた学識経験者等を入れない内閣・政治家だけの構成となっていることにかんがみ、審議を公開することはもとより、関係諸団体等から意見を聴取するなど、「納税者の立場に立った『公平・透明・納得』の原則」を踏まえた運営となるよう要請します。
記

１．暮らしに直結する酒税・たばこ税のあり方は慎重に検討すべきです
酒やたばこは嗜好品であり、財源不足になると常に増税の対象となってきました。仮に増税となる場合、労働者の雇用にまで影響が出ることが懸念されるとともに、税制を通じて企業の競争環境が変えられるなかで、これまでの企業努力が無になることにもなりかねません。
また、「健康に対する負荷」の考え方が明確になっていないなかで、財源不足の観点から「取りやすいところから取る」というような考え方で酒税・たばこ税を検討されることがあってはなりません。酒税・たばこ税の増税は庶民の暮らしを直撃する要素を強く持っています。
したがって酒税・たばこ税のあり方については、その影響等を踏まえて慎重に検討すべきです。
２．二重課税の解消を求めます

酒税・たばこ税は消費税との二重課税であり、他の税と比較としても不均衡があることから、二重課税の解消を求めます。
―以　上―
